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1. はじめに
2. SDGsの国内外の動向
3. GCNJ企業・団体のSDGs取組みの現状

～5年間での進展とコロナ禍での取組み～

4. これからの企業と社会
～ SDGsタスクフォースメンバーからの寄稿～

5. おわりに
実践編：トップインタビュー
付 録：持続可能な開発目標（SDGs）報告2020 概要

レポート 「コロナ禍を克服するSDGsとビジネス ～日本における企業・団体の取組み現場から～」
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４．SDGsタスクフォースメンバーからの寄稿について

 「SDGs達成に向けたグローバル・コンパクトの存在意義をSDGsタスクフォース
の立場から考える」

株式会社博報堂DYホールディングス 川廷 昌弘 氏
 「コロナ禍の経験に基づく見解と、これからのあるべき社会・企業の姿について」

日本航空株式会社 有本 正 氏
 「SDGsを本気で経営に組み込めるか？」

株式会社クレアン 冨田 洋史 氏
 「ポストコロナ後の社会・企業」

GCNJ業務執行理事 後藤 敏彦 氏
 「SDGsを超えて−SDGsを考える（底流と鳥瞰）」

同志社大学 飯塚 まり 氏

※SDGsタスクフォースはGCNJでSDGsを推進するために、理事・会員企業・事務局の有志メンバーが定期的にミーティングを開催し、活動する組織



実践編：トップインタビューについて

 株式会社荏原製作所 代表執行役社長 浅見 正男 氏
 コマニー株式会社 代表取締役 社長執行役員 塚本 健太 氏
 一般社団法人ｻﾞ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾌｫｰ･ｻｽﾃｲﾅﾌﾞﾙ･ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（ASSC）

代表理事 下田屋 毅 氏
 サッポロビール株式会社 代表取締役社長 髙島 英也 氏
 株式会社資生堂 常務・ﾁｰﾌｿｰｼｬﾙﾊﾞﾘｭｰｸﾘｴｲｼｮﾝｵﾌｨｻｰ 青木 淳 氏
 住友理工株式会社 代表取締役 執行役員社長 清水 和志 氏
 株式会社太陽住建 代表取締役社長 河原 勇輝 氏
 ナブテスコ株式会社 代表取締役社長 寺本 克弘 氏
 日本ユニシス株式会社 代表取締役社長 平岡 昭良 氏
 PRI事務局 ジャパンヘッド 森澤 充世 氏
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※インタビュー実施時の情報



付 録：持続可能な開発目標（SDGs）報告2020 概要について
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※概要版の翻訳は、国連広報センター



アンケート調査の概要

 調査対象－全GCNJ会員：376企業・団体（2020.9.1時点）
 調査方法－WEBアンケート
 調査期間－2020.9.1～11.6
 調査内容－SDGsの認知度、取組み状況、今後の方向性、コロナ禍の取組みについて
 回収状況：208企業・団体（回収率：56％）
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アンケート調査の結果： SDG Compassにおける進捗状況

• SDG CompassはSDGsを企業戦略の中心に据えるための
ツールと知識を提供

• 2016年の調査ではステップ１「SDGsを理解する」が半数以
上、ステップ3以降の企業は25％ほど

• 2020年になると「ステップ４：経営へ統合する」が27.4％と
最も多くを占め、ステップ3以降で68.3％に

• SDG Compassは発行後5年以上が経過するが、今でも最
も参考にされている。

• 売上規模1000億円以上の企業では83.9％が参考
• 非営利団体を含む1000億円未満の企業・団体では、

56.3％が参考 7



アンケート調査の結果： SDGsの認知度

• 経営陣の認知度は2016年は3割未満で大きな課題
翌年以降は着実に向上し、2020年には85.1%
（CSR担当（84.1%）を凌ぐまでに）

• 中間管理職と従業員は、認知度がようやく向上
→ 組織全体にSDGsが定着しはじめてきた

• 関連会社などのステークホルダーの認知度は、 11％と
低いまま
→ パートナーシップによる取組みを進める上で課題にな
る可能性。バリューチェーン視点でもSDGsへの認知度
の底上げが必要
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アンケート調査の結果： SDGsの認知度向上のための活動

• 2016年は企業内・団体内で認知度向上のための活動が
活発に行われていなかったが、年を追うごとに活動の幅を広
げつつ強化。

• 調査開始当初からトップメッセージが多く活用

• 研修（e-Learningも含む）、新入社員オリエンテーション、
管理職研修も増加
→ 今後、管理職、一般社員の間でSDGsがさらに定着し
ていくことが期待される
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アンケート調査の結果： 重点をおくSDGs目標
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• 目標13（気候変動）が76％と最も多く、次いで目標８（働きがい）と目標12（つくる責任、つかう
責任）が75％と続く

• 目標１（貧困）と目標２（飢餓）目標14（海の豊かさ）、目標15（陸の豊かさ）は低い
• 2017年との比較では、目標９（産業と技術革新）、目標11（まちづくりを）、目標17（パートナー

シップ）の３つは30％程の伸び



アンケート調査の結果： 過去1年間に連携したパートナー

• 従業員との連携は83.2％と突出

• 2016年比で20％以上増加したのは、従業員、顧客、
取引先、株主・投資家、地方自治体

• 「特にない」が2016年の23.8％から2020年に3.8％
まで低下
→ SDGsの取組みを進める上でパートナーシップの重
要性が広く共有されている
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アンケート調査の結果： 中長期計画での取組み状況

• SDG Compassでは意欲度の高い目標設定を推奨
➝ 大きな転換点となるような目標を設定できるよう

時間軸を大きく取ることが重要

• 長期（５－10年）の取組み、あるいは2030年までの
取組計画がある企業・団体は、2017年の12.9％から
2020年には33.2％にまで増加

• 売上規模では250億円以上の企業は38.3％、250億
円未満の企業と非営利団体は15.2％と開き
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アンケート調査の結果： 過去１年間の取組み状況
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「積極的に取り組んでいる」で
• 最も多いのはテレワーク・在宅

勤務で73.1％
• 昨年から10％以上伸びたの

は、気候変動(GHG削減)、
気候変動(適応)・防災対応、
TCFDへの対応、ダイバーシ
ティ／女性活躍の５項目

• 国内貧困問題と外国人労働
者･技能実習生の労働問題
は、あまり取組まれていない
→ 自社・団体とはさほど関係
ない問題として認識か



アンケート調査の結果： 開示情報におけるSDGsの掲載

• 本設問を設けた2017年との比較で、「トップ
メッセージ」、「重要課題・方針への反映」、
「事業との紐付け」が30％以上増大

• その一方で、「特に掲載はない」が2017年は
28.2％だったのが2020年には５％以下まで
減少

→ SDGsは情報開示において不可欠な要素に
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アンケート調査の結果： 事業継続計画（BCP）とコロナ対応の基本方針

• 新型コロナウイルスや新型インフルエンザ等の
パンデミックに対応するBCPの有無について、
売上規模1000億円以上の企業の92％、
非営利団体も含め売上規模1000億円未
満の企業・団体は60.6％があると回答

• BCPを含めコロナ対応に関する基本方針につ
いては、ほとんどの企業・団体が従業員や家
族等の安全確保、二次感染防止、事業活
動の早期復旧と継続といった要素を含む
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アンケート調査の結果： トップのサステナビリティ/SDGsに関する認識の変化

• コロナ拡大を受けてトップの47.1％がサステナビリティ
/SDGsに関する認識に変化があったと回答

• 「いいえ」でも、従前よりサステナビリティ/SDGsを重視し、
コロナ後も取組みを堅持しているトップもいるだろう 16



アンケート調査の結果： ウィズコロナ､ ポストコロナを見据えて強化に努めていること

• 92.3％の企業・団体が働き方改革を推進

• 人事評価・仕組みの見直し（67.8％）や情報
漏洩・個人情報・セキュリティ対策の強化
（56.7％）も実施
→ 新たな働き方を定着させる動き

• 「取引先で発生している人権/労働問題への対
応」は12.0％と低い
→ 「誰一人取り残さない」という観点からは強化
が望まれる
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アンケート調査の結果： 国連グローバル・コンパクト（UNGC）とGCNJの取組状況の比較

• SDGs経営との統合は同程度、優先度の高いSDGs、
優先度の低いSDGsも重なりが大きい。
→ 「だから安心してこのまま取り組めばよい」

ということではない！

• UNGCは現状に対して、SDGsの野心を引き上げ、
より大きなインパクトを生み出すことの必要性を強調
→ システムレベルでの変革を呼び掛け

（システムは「エネルギー、天然資源、素材」「工業生産」「食品・飲料・消費
財」「ヘルスケア・ライフサイエンス」「モビリティ・交通」「通信・テクノロジー」「金融
サービス」の7領域で設定されている。）

• 変革の鍵となるのは、事業環境（顧客・消費者からの
要求の向上、適切な規制・市場へのシグナル等）、
明確な測定基準（個別、セクターレベル）、産業レベル
およびセクター内・セクター横断的な協働

18
※UNGCによるGC10原則とSDGsに関する進捗レポート（2020）との比較、内容の紹介



IGES 持続可能性ガバナンスセンター 研究員

小野田 真二

ご清聴ありがとうございました。
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